
(4) 家庭支援機能の強化（２１年4月施行）

○ 児童相談所における保護者指導を児童家庭支援センター以外の一定の要件を満たす者にも委託できることとする。
○ 児童家庭支援センターについて、施設に附置される場合だけではなく、一定の要件を満たす医療機関やＮＰＯ等、地域で

相談支援を行う機関が児童家庭支援センターになることを可能とする。

(５) 年長児の自立支援策の見直し（２１年4月施行）

○ 児童自立生活援助事業について、対象者の利用の申込みに応じて提供することとするとともに、義務教育終了後の児童（１
８歳未満）のほか、20歳未満の支援を要する者を追加する等の見直しを行う。

(６) 施設内虐待（被措置児童等虐待）の防止（２１年4月施行）

○ 施設長、施設職員、一時保護所の職員、小規模住居型養育事業（仮称）を行う者及び里親等が行う暴行、わいせつな行為、
ネグレクト及び心理的外傷を与える行為等を被措置児童等虐待と位置づける。

○ 被措置児童等虐待を発見した者に通告義務を課すこと、被措置児童等虐待を受けた子どもが届出できること、通告や届出
先に都道府県等のほか都道府県児童福祉審議会を定める。

○ 都道府県等の職員は、都道府県等に通告をした者及び届出した子どもを特定させる事項を漏らしてはならないこととする。
○ 通告、届出があった場合の事実確認や保護、施設の立入調査、質問、勧告、業務停止等の都道府県や都道府県児童福

祉審議会が講ずべき措置等を明確化する。
○ 国は、被措置児童等虐待に関する検証・調査研究を実施し、都道府県は被措置児童等虐待の状況等について公表する。

(７) その他（２２年4月施行）

○ 次世代育成支援対策推進法に基づく都道府県行動計画に社会的養護の提供体制に関する事項を記載事項として追加す
る。

※ 施設機能の見直しについて
○ 社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会報告書（平成１９年１１月）において以下のとおり提言されたことを受け、厚生労働省

において調査を実施するとともに、その状況や結果について同専門員会に報告しながら、検討を進める予定。
・子どもの状態や年齢に応じた適切なケアを実施できるよう現行の施設類型のあり方を見直すとともに、人員配置基準や措置費の算
定基準の見直し等を含めてケアの改善に向けた方策を検討。

・このような見直しを具体的に進めるためには必要な財源の確保が不可欠であるとともに、現在施設内で行われているケアの現状を
詳細に調査・分析することが必要。
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